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「カリキュラム・マネジメント」を教職課程でどのように教えるか 
－中教審答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」

を踏まえて－ 

How would we teach “Curriculum Management” in Teacher Education 
Course?: 

Based on the National Teacher Education Policy Report by the Central Council on 
Education 

   中島 夏子* 

  Natsuko NAKAJIMA * 

 

Abstract 

The purpose of this study is to examine how “Curriculum Management” could be taught in the teacher education 
course, based on the new national teacher education policy report by the Central Council on Education announced 

on Dec. 21th, 2015. The report has additionally required the teacher education from FY 2019 in all Japanese 
universities to teach courses based on the new national standard named “core curriculum,” and “curriculum 

management” is one of the important features. This study as shown that “curriculum management” would be 
difficult to teach because of the following two reasons. First, it has not yet acquired common understanding, not 

only because it doesn’t have enough research background, but also the definition has changed and expanded along 
with the revision of the national policy. Second, it will be difficult for college students without any teaching and 

working experiences in schools to understand the “curriculum management”, which is the task mainly for those in 
administrative and managerial position. As the summary, the study has proposed how the author would teach the 

topic in the course; pointed out what should be improved to the new policy before being implemented. 
 
1.  はじめに 

 
中央教育審議会（以後、中教審）答申「これか

らの学校教育を担う教員の資質能力の向上につ

いて～学び合い、高め合う教員育成コミュニティ

の構築に向けて～」（2015 年 12 月 21 日）におい

て、次期学習指導要領に対応する教員養成に関す

る提言がなされた。それによる大きな変更点は、

教職科目と一部の教科に関する科目に、全国の大

学の教職課程で共通に修得すべき資質や能力を明

確化した「コアカリキュラム」が規定されること

である【１】。2018 年度には、全国の大学の教職課

程において、それに基づいた再課程認定が行われ、

2019 年度からは新しい課程で実施されることに

なっている。 
 

2017 年 10 月 23 日受理 

   ＊教職課程センター 准教授 

 

なお、本稿執筆時の 2017 年 10 月 20 日の段階

では、この方針に対応した教育職員免許法施行規

則の改正は行われていないため、コアカリキュラ

ムについての情報は、文部科学省による説明会等

で配布された資料に基づいたものである。 
そのような中で教職課程を持つ大学は、再課程

認定に向けた情報収集と書類作成の準備を行って

いるが、その過程の中で、各大学の担当者から多

く聞かれるのは、新たに設定されることになるコ

アカリキュラムに、どのように対応すれば良いの

かという事である。そこで、本稿では、この新た

な教員養成の方針の下で、どのように科目を計画

し、教えていくのかについて、筆者が担当する「教

育課程論」を例に検討し、その課題と対策につい

て明らかにすることを目的とする。その際、特に、

教育課程の領域に新たに含めることとなった「カ

リキュラム・マネジメント」を中心に取り上げる

こととする。 
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【表１】「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）」のコアカリキュラム 

全体目標 
学習指導要領を基準として各学校において編成される教育課程について、その意義や編成の方法を理解

するとともに、各学校の実情に合わせてカリキュラム・マネジメントを行うことの意義を理解する。 

（１）教育課程の意義 

一般目標 学校教育において教育課程が有する役割や機能、並びに意義を理解する。 

到達目標 

１）学習指導要領・幼稚園教育要領の性格及び位置付け並びに教育課程編成の目的を理解している。 
２）学習指導要領・幼稚園教育要領の改訂の変遷及び主な改訂内容並びにその社会的背景を理解してい

る。 
３）教育課程が社会において果たしている役割や機能を例示できる。 

（２）教育課程の編成の方法 

一般目標 教育課程編成の基本原理、並びに学校の教育実践に即した教育課程編成の方法を理解する。 

到達目標 

１）教育課程編成の基本原理を理解している。 
２）教科・領域を横断して教育内容を選択・配列された教育課程やその考え方を例示することができる。 
３）単元・学期・学年をまたいだ長期的な視野や幼児、児童又は生徒や学校、地域の実態を踏まえて教

育課程や指導計画を検討することの重要性を理解している。 

（３）カリキュラム・マネジメント 

一般目標 
教科・領域・学年をまたいでカリキュラムを把握し、学校教育課程全体をマネジメントすることの意義

を理解する。 

到達目標 
１）カリキュラム・マネジメントの意義や重要性を理解している。 
２）カリキュラム評価の基礎的な考え方を理解している。 

  

2. 教職科目「教育課程論」はどのような変更が求

められるか 
 
教育職員免許法施行規則の改正やコアカリキ

ュラムの新設といった施策によって、筆者が東北

工業大学で担当する教職科目の「教育課程論」に

は、次のような変化が生じる。まず、現行では「教

育課程及び指導法に関する科目」の区分において

「教育課程の意義及び編成の方法」を扱う科目で

あったものが、「教育の基礎的理解に関する科目」

の区分の中の「教育課程の意義及び編成の方法

（カリキュラム・マネジメントを含む。）」事項を

含む科目へと変更になる。 
同科目の「コアカリキュラム」は【表１】の通

りである。これが作成された背景には、「従来、

大学では学芸的側面が強調される傾向があり、そ

のことは、課題が複雑・多様化する教育現場から

批判を受けてきた」こと等があり、これを「教職

課程の担当教員がシラバスを作成する際や授業

を実施する際に、学生が教職課程コアカリキュラ

ムの内容を修得できるよう授業を設計・実施し、

大学として責任をもって単位認定を行うこと」と

されている【２】。今回は「教職に関する科目」と

英語のコアカリキュラムが設定されたが、今後は

「教科に関する科目」についても順次作られるこ

とになっている。 
教育課程の領域に関するコアカリキュラムの

全体目標は、「学習指導要領を基準として各学校

において編成される教育課程について、その意義

や編成の方法を理解するとともに、各学校の実情

に合わせてカリキュラム・マネジメントを行うこ

との意義を理解する」であると設定され、その下

に「（１）教育課程の意義」、「（２）教育課程の編

成の方法」、「（３）カリキュラム・マネジメント」

の 3 つの領域に分けて、それぞれ一般目標と到達

目標が設定されている。 
新たに扱うことが必須となったカリキュラ

ム・マネジメントでは、一般目標を「教科・領域・

学年をまたいでカリキュラムを把握し、学校教育

課程全体をマネジメントすることの意義を理解

する」、到達目標を「１）カリキュラム・マネジ

メントの意義や重要性を理解している」と「２）

カリキュラム評価の基礎的な考え方を理解して

いる」とそれぞれ設定されている。 
これらの目標は、例えば「教育課程論」の 1 つ

の科目で達成しても良いし、複数の科目を通して

達成しても良い。東北工業大学では、教育課程論

だけで複数の科目を開講することは難しいため、

これらの目標を 2 単位、90 分授業 15 回の中で達

成しなければならないことになる。 
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3. 「カリキュラム・マネジメント」とは何か 
 
カリキュラム・マネジメントを「教育課程論」

で教えるにあたり、まず直面する課題は、「カリ

キュラム・マネジメント」とは何かを明らかにす

ることである。そこで、本節と次節では、カリキ

ュラム・マネジメントの研究者、現在出版されて

いる教育課程論のテキスト、日本の教育政策（中

教審の答申や学習指導要領）において、それぞれ

どのように定義されているのかを概観する。 
カリキュラム・マネジメントの第一人者である

中留武昭は、その著書の中で、「教育の目標＝内

容の活動系列とそれを支える条件整備活動系列

との間に対応関係性をもたせながらも、それを

P-D-S（構成・計画―実施―評価）というマネジ

メントサイクルにのせて、カリキュラムを動態化

していく経営的思惟である」【３】と定義している。

また、田村知子は、「カリキュラムを主たる手段

として、学校の課題を解決し、教育目標を達成し

ていく営み」と定義している。そして、「教育目

標・内容・方法を、『カリキュラム』として組織

化し、計画に基づいて組織的に教育活動に取り組

み（中略）子どもの学習状況についてのデータを

収集し、何をどう変えればより適切かつ効果的な

カリキュラムになるかを考え、次の単元や来年度

の指導計画を修正」するという一連の作業を「人、

モノ、カネ、組織、時間、情報」といった諸条件

を整備していくこと」がカリキュラムマネジメン

トの基本的な営みであるとしている【４】。 
次に、教職課程における教育課程の教科書とし

て使うことを想定して出版されている本を 10 冊

選び、それらにカリキュラム・マネジメントにつ

いてどのように記載されているかを確認した。ま

ず、その半数にあたる以下の 5 冊に、カリキュラ

ム・マネジメントについての見出しがあった。 
 
・田中耕治編（2009）『よくわかる教育課程』

ミネルヴァ書房 
・森山賢一編著（2013）『教育課程編成論』学

分社 
・安彦忠彦（2013）『改訂版教育課程編成論』

放送大学教育振興会 
・古川治・前迫孝憲・矢野裕俊（2015）『教職

をめざす人のための教育課程論』北大路書房 
・広岡義之（2016）『はじめて学ぶ教育課程論』

ミネルヴァ書房 
 
いずれも後述の 2008 年・2009 年の学習指導要

領改訂でカリキュラム・マネジメントが重視され

たことを反映したものであり、教育課程の新たな

動向／課題として紹介するものもあった。 

カリキュラム・マネジメントの定義について、

例えば田中耕治編『よくわかる教育課程』には、

「校長・管理職のリーダーシップのもとに、学校

と地域が協力してPDCAを稼動させる営みである

とともに、それを円滑に機能させるために、学校

運営（教師集団を協働させる組織づくり）を行い

つつ、特色ある（確かな学力を保障する）学校文

化をつくること」【５】と記載されている。他の本

も同様の定義となっており、中留や後述の教育政

策の定義を引用したり、踏まえたりして書かれて

いる。 
最後に、教育政策におけるカリキュラム・マネ

ジメントの定義を見ていく。カリキュラム・マネ

ジメントが学校現場で意識されるようになった

のは、1998 年・1999 年改訂の学習指導要領にお

いて「総合的な学習の時間」が新設されたことが

きっかけである。それまでは、各学校が教育課程

を編成することとはなっていても、学校教育法施

行規則や学習指導要領、そして教科書によって、

実質的な教育課程の編成の裁量は限定的であっ

たからである。「総合的な学習の時間」という、

教育内容や方法が学校の裁量に大きく任された

科目が出来た事によって、またその科目が既存の

教科の枠組みを超え、学校の外の地域を巻き込ん

で取り組まなければならない科目であったこと

によって、カリキュラム・マネジメントの必要性

に迫られたのである。その後、2008 年の中教審の

答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特

別支援学校の学習指導要領等の改善について」に

おいて、教育活動評価とそれに基づく改善に向け

た取組（PDCA サイクルの確立）が求められるよ

うになったことをきっかけに、2008 年・2009 年

度に改訂された現行の学習指導要領の改訂とと

もにカリキュラム・マネジメントは学校現場に普

及した。前述の答申には、次のように示されてい

る【６】。 
 

これまで述べてきた教育課程や指導についての評価

とそれに基づく改善に向けた取組は、学校評価と十分

な関連を図りながら行われることが重要である。学校

評価等を通じて、学校や設置者がそれぞれの学校の教

育の成果や課題を把握し、それを改善へとつなげるこ

とが求められる。 
 
このように、学校教育の質を向上させる観点から、

教育課程行政において、①学習指導要領改訂を踏まえ

た重点指導事項例の提示、②教師が子どもたちと向き

合う時間の確保などの教育条件の整備、③教育課程編

成・実施に関する現場主義の重視、④教育成果の適切

な評価、⑤評価を踏まえた教育活動の改善といった、

Plan（①）－Do（②・③）－Check（④）－Action（⑤）
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の PDCA サイクルの確立が重要である。各学校におい

ては、このような諸条件を適切に活用して、教育課程

や指導方法等を不断に見直すことにより効果的な教育

活動を充実させるといったカリキュラム・マネジメン

トを確立することが求められる。 
 
以上に概観したカリキュラム・マネジメントの

定義は共通しており、教育目標を達成するために、

教育条件を整備し、計画―実施―評価のサイクル

を確立し、それによって教育改善を図るという動

的な営みをカリキュラム・マネジメントと呼んで

いる。一方、今回のコアカリキュラムが求める「カ

リキュラム・マネジメント」は、これらとは異な

る側面を持っている。次節では、その相違点に注

目して、次期学習指導要領が定義する「カリキュ

ラム・マネジメント」とは何かを明らかにする。 
 
4. 次期学習指導要領における「カリキュラム・マ

ネジメント」とは何か 
 
次期学習指導要領（2017 年 3 月小学校・中学校

改訂）に示されている「カリキュラム・マネジメ

ント」とは、中学校の学習指導要領（2017 年 3 月

告示）の総則を例に挙げると、次のようなもので

ある【７】。 
 

各学校においては，生徒や学校，地域の実態を適

切に把握し，教育の目的や目標の実現に必要な教育

の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこ

と，教育課程の実施状況を評価してその改善を図っ

ていくこと，教育課程の実施に必要な人的又は物的

な体制を確保するとともにその改善を図っていくこ

となどを通して，教育課程に基づき組織的かつ計画

的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと

（以下「カリキュラム・マネジメント」という。）に

努めるものとする。 
 

上記の学習指導要領の記述に加えて、「中学

校学習指導要領解説」や中教審の答申「幼稚園、

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の

学習指導要領等の改善及び必要な方策等につ

いて」（2016 年 12 月 21 日）と合わせて読むと、

次期学習指導要領における「カリキュラム・マ

ネジメント」とは、各学校が「教育課程に基づ

き組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質

の向上を図っていくこと」であるが、そこに次

の 3 つの側面があるものとして定義されている。 
 
①生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、

教育の目的や目標の実現に必要な教育の

内容等を教科等横断的な視点で組み立て

ていくこと。 
②教育課程の実施状況を評価してその改善

を図っていくこと。 
③教育課程の実施に必要な人的又は物的な

体制を確保するとともにその改善を図っ

ていくこと。 
 
以上の定義を研究者や現行学習指導要領が定

義するものと比較すると、一つ目に挙げられてい

る「生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、教

育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等を

教科等横断的な視点で組み立てていくこと」とい

う側面が強調されている点が大きく異なる。中教

審の 2016 年の答申では、これを「① 各教科等の

教育内容を相互の関係で捉え、学校教育目標を踏

まえた教科等横断的な視点で、その目標の達成に

必要な教育の内容を組織的に配列していくこと」

【８】と表現している。一方、「教育課程の実施状

況を評価してその改善を図っていくこと」は、

PDCA サイクルの確立を強調した現行の学習指導

要領が重視しているものであるが、今回はそこま

で強調されているという印象はない。 
この方針を受けて、コアカリキュラムの「（３）

カリキュラム・マネジメント」の一般目標も「教
、

科・領域・学年をまたいでカリキュラムを把握し
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、

学校教育課程全体をマネジメントすることの意

義を理解する」（傍点筆者）と、あえて横断的な

視点で教育課程全体を把握することの必要性を

示している。 
これが重視されたのは、次期学習指導要領が

「社会に開かれた教育課程」とすることを基本的

な理念として、子どもたちに必要な資質・能力を

育成するという観点から教育課程を編成するこ

とを重要なポイントとしたからである。それを受

けて、各学校は、子どもたちに必要な資質・能力

を育成するために必要な教育課程を、教科横断的

に、学校段階間のつながりを踏まえながら、家

庭・地域と連携しながら組み立てていかなければ

ならないこととなった。こうした活動を「カリキ

ュラム・マネジメント」と次期学習指導要領は呼

んでいるのである。これによって、これまでであ

れば、総合的な学習の時間や言語活動に限定され

ていた教科横断的な教育課程編成が、教育課程全

体に及ぶことになったため、新たな教育課程編成

のあり方が各学校に求められることになったの

である。 
このようにして「カリキュラム・マネジメント」

には、これまで主流であった、教育目標を達成す

るために、教育条件を整備し、計画―実施―評価

のサイクル（PDCA サイクル）を確立し、それに
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よって教育改善を図るという経営的な側面の他

に、教科等横断的な視点で教育課程を組み立てる

という意味や領域が含まれることになった。そし

て、なおかつ最も重視することになったのである。 
 

5. カリキュラム・マネジメントを教職課程で教え

る際の課題とは何か 
 

ここまで「教育課程論」のカリキュラム・マネ

ジメントを中心として、中教審答申「これからの

学校教育を担う教員の資質能力の向上について」

（2015 年 12 月 21 日）を起点とする一連の政策に

よって、教職科目にどのような変更が生じるのか

について明らかにしてきた。そして、教育課程の

領域に必ず含める事になったカリキュラム・マネ

ジメントとは何かということを、概観した。以上

の事を踏まえ、カリキュラム・マネジメントを実

際に教えるとなった時に課題となると予想され

ることを 2 点挙げる。 
1 点目は、コアカリキュラムの目標が具体的に

何を指しているのかが分かりにくいということ

である。コアカリキュラムが、教職科目の従来の

学芸的側面の強すぎる点を改善しようとして策

定されたという意義は理解できるが、「カリキュ

ラム・マネジメント」のように政策が先行した領

域に関しては、学問的な裏づけが十分でないため

に、教えるべき内容の確定が困難である。 
その最たるものがカリキュラム・マネジメント

であり、そもそも「カリキュラム・マネジメント」

とは何かということが、これまで見てきたように

曖昧である。3 節にあるように、これまでカリキ

ュラム・マネジメントは教育目標を達成するため

に、教育条件を整備し、計画―実施―評価のサイ

クル（PDCA サイクル）を確立し、それによって

教育改善を図るという経営的な意味をもつ概念

であった。それが、次期学習指導要領及びそれを

受けてのコアカリキュラムでは、教育内容を教科

等横断的な視点で組み立てていくことも、カリキ

ュラム・マネジメントであるとして、その概念を

拡大させた。と同時に、その概念を曖昧にもした。

もちろん、カリキュラム・マネジメントはカリキ

ュラム全体のマネジメントを行うことなので、そ

の中に含まれると捉えることもできるだろう。し

かし、筆者の理解では、教育内容を教科等横断的

な視点で組み立てるというのは、これまでとは異

なる原理で教育課程を編成する（コンテンツ優位

からコンピテンシー優位にシフトする）ものであ

り、カリキュラム・マネジメントではなく、教育

課程の編成原理の領域で説明されるものである。

それをあえてカリキュラム・マネジメントの文脈

で説明をしたことによって、その趣旨を分かりに

くくしただけではなく、カリキュラム・マネジメ

ントが本来持っていた経営的な意味も失わせて

しまっている。 
さらに言えば、コアカリキュラムにおける「カ

リキュラム」と「教育課程」という用語の使い方

が更に理解を難しくしている。「カリキュラム」

と「教育課程」は、原語とその訳語の関係である

と同時に、同一の内容を示すものではない。「教

育課程」は教育政策で使われる用語で、主に教科

等の全体的な計画を指す。それに対して、「カリ

キュラム」はより多義的であり、実践と評価も含

めたより広範囲な概念を意味する用語として一

般的には理解されている。そのことから、学校で

編成されるものは「教育課程」という用語が使わ

れており、次期学習指導要領でも、「カリキュラ

ム」という用語が使われているのは、「カリキュ

ラム・マネジメント」として使われる場合のみで

ある。このように、「教育課程」と「カリキュラ

ム」はそれぞれ意味するものが異なるため、コア

カリキュラムの目標が「教育課程」なのか「カリ

キュラム」なのかによって、教える内容は大きく

異なってくる。 
以上の事を踏まえてコアカリキュラムの目標

を改めて見ると、「（１）教育課程の意義」と「（２）

教育課程の編成の方法」では「教育課程」という

用語が使われているが、「（３）カリキュラム・マ

ネジメント」だけが「カリキュラム」という用語

が使われ、その一般目標では「教科・領域・学年

をまたいでカリキュラム
、、、、、、

を把握し、学校教育課程
、、、、

全体をマネジメントすることの意義を理解す

る。」（傍点筆者）と、「カリキュラム」と「教育

課程」の二つの用語が併記されている。また、「２）

カリキュラム
、、、、、、

評価の基礎的な考え方を理解して

いる。」（傍点筆者）と、「カリキュラム評価」と

いう、学習指導要領にも中教審の答申にも出てこ

なかった用語が出てきている。これは何を意図し

ているのかの説明が十分ではないために、扱うべ

き内容の特定が困難である。 
2 点目は、カリキュラム・マネジメントが、学

校教育全体を見渡して、そのマネジメントを行う

ものであるために、それを理解するために必要な

既有知識や経験が多すぎるということである。具

体的には、生徒や学校、地域の実態、教育の目的

や目標とその実現に必要な教育の内容（自分が担

当する教科だけではなく、他教科も含む）、教育

課程の計画から実施、そして評価までの一連の流

れ、教育課程に関係する組織やそれぞれの仕事等

を知っていることが前提となる。 
教員のキャリアステージを考えても、カリキュ

ラム・マネジメントは、中堅からベテランの教員
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が担うものであり、基本的な教科指導、生徒指導

を修得した後に担当するものであろう。もちろん、

次期学習指導要領の方針を考えると、初任であっ

てもカリキュラム・マネジメントの概念をある程

度理解しておくことが必要であること、そしてそ

れを大学の教職課程の段階で教えておくことが

重要であることは理解できる。しかし、それを教

職に就いていないどころか、教壇にも立ったこと

のない大学生に、限られた時間の中で、何をどの

ように教えれば理解させることができるのだろ

うか。特に、第 1 点目の課題として挙げたように、

定義が定まっていない上に、学問的な裏づけが弱

いために、その悩みは深まるばかりである。 
 

6. 「カリキュラム・マネジメント」をどのように

教えるのか 
 

最後に、本稿のまとめとして、2019 年度以降、

どのようにカリキュラム・マネジメントを教えて

いくのかということを、現段階での情報を踏まえ

て、東北工業大学を例に考えてみたい。 
まず、「教育課程論」の 2 単位の科目、90 分授

業の全 15 回のうちの、後半の複数回を使って授

業をすることになるだろう。カリキュラム・マネ

ジメントだけを独立させて科目にするというこ

とも考えられるが、教員養成大学ではない大学で

は、それだけのリソースをかけることは難しい。

東北工業大学では、「教育課程論」を 2019 年度以

降も 2 年生の前期に開講することがほぼ決まって

いる。それより前に履修している教職科目は、「教

職概論」、「教育心理学」「教育制度論」のみであ

り、教壇に立つ経験はおろか、教科の指導法も学

んでいない学生を対象に教えることになる。した

がって、カリキュラム・マネジメントを理解する

ために必要な既有知識や経験は、ほとんどないこ

とを前提として授業を構想しなければならない。

場合によっては、4 年次後期の「教職実践演習」

で、教育実習を終えた学生を対象として、改めて

このテーマを取り上げるという方法も考えられ

る。 
教える内容としては、本稿の 3 節、4 節にある

ように、現行学習指導要領が重視する PDCA サイ

クルと教育活動の諸条件の整備に加えて、次期学

習指導要領が重視する教科横断的な教育内容の

配列について、それぞれの学習指導要領の方針と

合わせて教えていくのが、最も分かりやすいので

はないかと考える。それによって、コアカリキュ

ラムの到達目標にもある「カリキュラム・マネジ

メントの意義や重要性」を、本当の意味で理解でき

るかどうかは別としても、それが学習指導要領の実

施にとって意義のあるものであり、重要であるとい

うことは少なくとも理解させることができると考え

るからだ。それに加えて、1 回分の授業を使って、

カリキュラム・マネジメントを行う学校の事例を

紹介し、実際にどのように行われるのかの事例分

析を行うことが考えられる。それを通して、コア

カリキュラムの二つ目の目標である「カリキュラ

ム評価の基礎的な考え方」を、事例を通して理解

できるようにしたい。それを、現職の教員を招い

て、改善された点や残された課題等にして話して

もらうことができれば、より理解が深まるかもし

れない。 
現段階で考えられる授業の方針としては、以上

のようなものだが、やはりコアカリキュラムの目

標が何を示しているのか、「カリキュラム・マネ

ジメント」をどのように捉えるのかが曖昧である

ために、捉えどころのない、定まらないような印

象が否めない。したがって、今後、教職課程の中

でカリキュラム・マネジメントを効果的に教える

ためには、コアカリキュラムの目標についての追

加情報が必要である。あるいは、コアカリキュラ

ムをより柔軟な、多様な解釈が可能な目標とする

か、コアカリキュラムを再課程認定の基準として

そこまで厳密に用いないことによって、担当教員

の創意工夫を認めるものとする等の改善が必要

である。 
以上、カリキュラム・マネジメントを例に、新

たな教職課程の政策の下で、教職科目をどのよう

に教えるのかについて考察を行った。おそらく、

同様の課題が、他の科目でも生じているのではな

いかと推測する。継続して、他の科目についても

検討を行っていきたい。 
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